
令和6年度
成長型中小企業等研究開発支援事業
（Go-Tech事業）の概要について

令和6年2月29日

関東経済産業局



Go-Tech事業の公募スケジュールについて

【公募スケジュール】

令和6年2月16日（金） ～ 令和6年4月16日（火）17:00

※第2回公募を行うことは予定していません。
※採択の公表は、概ね6月頃を予定しています。

【申請方法】

電子申請（府省共通研究管理システム：e-Rad）のみ

※持参・メール等による申請は不可です。
※e-Radの初回登録手続きに10日間程度要する場合があります。

【採択予定件数】

通常枠：100件程度 、出資獲得枠：8件程度
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成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）について

➀実施体制（共同体）の構成イメージ

⚫ 令和４年度より、旧サポイン事業（戦略的基盤技術高度化支援事業）から事業名を変
更して誕生

⚫ 中小企業等が大学、公設試等の研究機関等と連携して行う、ものづくり基盤技術及び
サービスの高度化に向けた研究開発及び事業化に向けた取組を一貫して支援するもの

➁類似事業との違い

※単年度の研究開発は申請することが出来ません

※研究員の人件費を補助対象とすることができます
（補助対象に含めないことも可能です。）

国
(経済産業局)

※中小企業のみが単独で申請することは出来ません

事業管理機関
(○○県産業
振興機構)

アドバイザー
(川下企業)

主たる研究等
実施機関

(中小企業等)

従たる研究等実施機関
(○○大学)

従たる研究等実施機関
(○○県産業技術センター)

補助補助

補助

補助

助言
事業期間

研究員の
人件費計上

ものづくり補助金
交付決定後から最大で
１０ヶ月間※通常枠

不可

事業再構築補助金
交付決定日から１２カ
月以内※通常枠

不可

Go-Tech事業 ２年度又は３年度 可



Go-Tech事業の概要について①

１．共同体の構成
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・国との総合的な連絡窓口
・研究開発計画の運営管理・共同体
内の相互調整

・研究等実施機関に対する、補助金
の交付・確定・支払い

・国から直接補助金の交付を受ける
補助事業者

❶事業管理機関（必須）

・本事業において中核的に研究開発等を実施
する中小企業者等

・事業管理機関から補助金の交付を受ける間
接補助事業者

・「みなし大企業」は主たる研究等実施機関
として本事業に参画することはできない

➋主たる研究等実施機関
（必須）

・研究開発、事業化等に関する助言等
・有識者等研究者、大学・公設試等、ファン
ド等の金融機関、川下製造業者等

・補助金の交付を受けない

➍アドバイザー（必須又は推奨）

・主たる研究等実施機関の取組を補
完するための研究開発等を行う中
小企業者等、大学・公設試等

・事業管理機関から補助金の交付を
受ける間接補助事業者

➌従たる研究等実施機関
  （必須又は推奨）
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２．補助金額

Go-Tech事業の概要について②

通常枠 出資獲得枠

事業期間 2年度 又は 3年度

補助上限

2年度合計：7,500万円以下

3年度合計：9,750万円以下

※単年度の交付上限は4,500万円。

2年度合計：2億円以下

3年間合計：3億円以下

※単年度の交付上限は1億円。

※民間ファンド等の出資者が出資を予定

している金額の2倍を上限とする。

補助率

中小企業者等：２／３以内

※課税所得１５億円以上の中小企業者等及びNPO法人は１／２以内とする。

大学・公設試等（Ａ機関、Ｂ機関）

・Ａ機関又はＢ機関が事業管理機関として参加する：定額

※共同体内の予算配分により、一部、補助率２／３が適用される場合がある。

・Ａ機関又はＢ機関が事業管理機関として参加しない：２／３以内



【ケース１】 事業管理機関が「A機関又はB機関」の場合

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

国

補助金２／３

主たる研究等

実施機関
（中小企業者等）

従たる研究等

実施機関
（A機関以外）

従たる研究等

実施機関
（A機関）

補助金（２／３、定額）

事業管理機関

（補助事業者）

共同体

補助対象経費

6,225万円

補助金交付額

4,500万円

補助対象経費

2,925万円

補助金交付額

1,950万円

補助金２／３

補助金定額

補助対象経費

750万円

補助金交付額

750万円
補助対象経費

300万円

補助金交付額

300万円

AorB機関

間接補助事業者

定額補助

定額

【要確認！】大学・公設試等の補助率

5



【ケース２】 事業管理機関が「A機関及びB機関以外」の場合

補助対象経費

2,250万円

補助金交付額

1,500万円

補助金交付額

1,500万円

補助金交付額

1,000万円

補助対象経費

1,500万円

補助対象経費

2,250万円

国

補助金２／３

補助金（２／３）

補助対象経費

6,750万円

補助金交付額

4,500万円

補助金２／３

補助金２／３

補助対象経費

750万円

補助金交付額

500万円

AorB機関

以外

共同体

事業管理機関

（補助事業者）

間接補助事業者

主たる研究等

実施機関
（中小企業者等）

従たる研究等

実施機関
（A機関以外）

従たる研究等

実施機関
（A機関）

補助率２／３

【要確認！】大学・公設試等の補助率
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３．補助対象経費

Go-Tech事業の概要について③

費目 具体的な対象経費（例）

物品費
・機械装置備品費、土木・建設工事費、保守・改造修理費、外注費

・消耗品費

人件費・謝金
・研究員費、管理員費、補助員雇上費

・謝金

旅費 ・旅費、交通費、滞在費

その他

・外注費

・印刷正本費

・運搬費

・クラウドサービス利用費

・その他（技術導入費、通訳・翻訳費、知的財産権関連経費、マーケ

ティング調査費、賃貸借費）

・委託費



○補助対象外となる主な経費（抜粋）

・ 交付決定日以前に発注等を行った経費
・ 販売目的の製品等の生産に係る経費
・ 電話代、インターネット利用料等の通信費
・ 事務用品、雑誌購読料、新聞、団体等会費
・ 収入印紙、振込等手数料
・ 還付制度のある海外付加価値税
・ 経済産業局による検査、評価等への対応費用
・ 汎用性があるもの（PC、プリンタ、自動車など）
・ 中古品 他

【要確認！】補助対象経費に係る留意事項
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４．製造環境
技術

７．表面処理
技術

８．機械制御
技術

11 ．バイオ
技術

12 ．測定計測
技術

２．情報処理
技術

３．精密加工
技術

５．接合・実装
技術

６．立体造形
技術

９ ．複合・
新機能材料技術

10 ．材料製造
プロセス技術

１．デザイン
開発技術

➢ １２分野の「特定ものづくり基盤技術」ごとに、達成すべき高度化目標など、中小企業が
目指すべき技術開発の方向性及び具体的な開発手法について整理したもの。

9

■特定ものづくり基盤技術に関する事項

■高付加価値企業への成長・変革に関する事項．

■先端技術を活用した高度なサービス開発に関する事項

➢ 研究開発により磨き上げた基盤技術を用いて高付加価値製品の製造等を通じて下請け構造を
脱却し、成長を遂げるために必要な考え方や方針について整理したもの。

➢ 第４次産業革命の進展により、ものづくりとＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術を活用した
 高度なサービス開発の融合の重要性が高まっていることを踏まえ、先端技術を活用した
高度なサービス開発についての考え方や方針について整理したもの。 

４．申請対象事業

「中小企業の特定ものづくり基盤技術及びサービスの高度化等に関する指針」を踏ま
えた研究開発等が支援の対象となります。

Go-Tech事業の概要について④
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Ⅰ．技術面
①技術の新規性、独創性及び
革新性

②研究開発目標値の妥当性
③目標達成のための課題と解決方法
及びその具体的実施内容

④研究開発の波及効果

Ⅱ．事業化面
①目標を達成するための
経営的基礎力

②事業化計画の妥当性
③事業化による経済効果
④高付加価値企業への成長・変革

Ⅲ．政策面
①経済産業政策との整合性
②中小企業政策との整合性
③国が推進する政策との整合性

Ⅳ．出資獲得面
①公的支援の必要性
②ファンド等の出資者のハンズオン
支援体制

③出資金が企業価値の向上に与える
効果の程度

５．審査基準

Go-Tech事業の概要について⑤

以下の審査基準をもとに外部有識者等による採択審査委員会にて審査されます。



中小企業基盤整備機構関東本部に相談する場合には、次の内容についての
検討・確認を済ませてから相談の予約を取ることを推奨します。

・事業管理機関が決まっている

・共同体の構成が固まっている

・研究開発内容を具体化している

・Go-Tech事業の申請書（案）作成済である

※ Go-Tech事業申請をお考えの方は、なるべくお早めにご相談ください。

中小企業基盤整備機構 関東本部に設置されているアドバイザーが、成長型中小

企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）の

●申請書作成に関する相談（書き方のポイント等のアドバイス）

●研究開発計画における技術面・事業化面の相談 等

を受け付けています。

【ご案内】中小企業基盤整備機構 関東本部の相談窓口について
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●中小機構 関東本部 Go-Tech相談窓口

検 索中小機構 関東本部 Go-Tech
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【ご案内】 「Go-Tech公募説明会」について



【ご案内】 ビジネスマッチングサイト「Go-Techナビ」について

⚫ Go-Tech事業（旧サポイン事業）では、「Go-Techナビ（旧サポインマッチ・ナビ）」を開設し、
過去の採択プロジェクトについての最新の研究開発状況・事業化状況を定期的に更新・発信
し、採択プロジェクトの事業化を推進しています。

⚫ また、技術分野、事業化状況、所在地等の様々な切り口で採択プロジェクトを検索することが
可能ですので、今後のGo-Tech事業申請の検討にもご活用いただけます。

採択事例を検索可能

最新の研究開発・事業化の状況を
発信可能

様々な切り口で検索・分析が可能

技術分野ごとの採択状況など過去の採
択案件の分析も掲載

13

●Go-Techナビ

検 索Go-Techナビ
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関東管内のGo-Tech事業採択結果について

２.令和５年度 全国の・採択状況

３.令和５年度 規模別・技術別採択状況

１.関東管内の採択件数

申請件数 採択件数 採択倍率

全国 ２４６件 １３３件 １．８５倍

関東管内 ７７件 ２８件 ２．７５倍

従業員数別採択状況

１～９人 １０～４９人

５０～９９人 １００～４９９人

主たる技術別採択状況

精密加工 バイオ 測定計測

情報処理 表面処理 その他

２１％ ２１％

４７％

１１％

２５％

１８％

１８％

１４％

１４％

１１％

R1 R2 R3 R4 R5

茨城県 １ ３ １ ５ １

栃木県 ０ １ ０ １ ０

群馬県 ３ １ ０ １ ０

埼玉県 ３ ８ ５ ４ ６

千葉県 ３ ３ ２ ２ １

東京都 ４ ７ ３ １３ ７

神奈川県 ７ ４ ２ ５ ３

新潟県 ４ ２ １ ３ ２

長野県 ５ ２ ２ ４ ４

山梨県 ０ ２ １ ０ １

静岡県 ８ ０ １ ５ ３

関東管内 ３８ ３３ １８ ４３ ２８

全国 １３７ １０２ ６４ １０２ １３３

＜参考＞



令和６年度予算案（閣議決定）＜参考＞
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関東経済産業局においても、Go-Tech事業に関する各種情報発信を行

うとともに、皆さまからのお問合せを随時受け付けています。

【関東経済産業局ホームページ】

URL：http://www.kanto.meti.go.jp

※トップページ「施策のご案内」から「成長型中小企業等研究開発

支援事業（Go-Tech事業）」に進んでください。

【関東経済産業局へのお問合せ】

関東経済産業局 産業部 製造産業課 Go-Tech担当

TEL：０４８－６００－０３０７

E-mail：bzl-kanto-sapoin@meti.go.jp

【さいごに】Go-Tech事業に関するお問合せについて
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http://www.kanto.meti.go.jp/
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